
共用通路のみを使用して公道への出入りを

行っている共有者の一方が、他の経路でも公

道への出入りを行っている共有者の他方に対

し、通路に関する共有物の分割を求めた事案

において、一審で請求が認容され二審で否認

された事例（福岡高裁　平成19年１月25日判

決　破棄自判　ホームページ下級裁主要判決

情報）

１　事案の概要

訴えの対象は、幅員1.9ｍほどの南北に細

長い土地で、南端で県道に接し北に向けて登

り勾配のある通路（以下「本件通路」という。）

である。Ｘ１とその子Ｘ２の所有地は本件通

路の東側に、Y所有地は西側に接し、それぞ

れ南側は県道に接している。両所有地と県道

との行き来は、両所有地の地表面が県道より

約１ｍ高く県道との直接出入りが困難である

ため、両所有地とも、本件通路との段差の減

少する敷地の北寄りの位置から、本件通路を

使用して行っている。なお、Ｙ所有地の西側

には里道があり、Yは、北側隣地（他人地）

を経由すれば、その里道を使用して県道への

行き来ができる状況にある。

本件通路の共有持分は、Ｘ１およびＹがそ

れぞれの土地を購入した際、本件通路の持分

２分の１ずつが双方に譲渡されたために、Ｘ

１とYとの共有になったものである。その後、

Ｘ１が子のＸ２に自分の持分の半分を贈与し

たことにより、訴訟の段階では、Ｘ親子が各

４分の１、Ｙが２分の１の共有持分を有して

いる。

Ｘ１らは自宅から県道へ至るために本件通

路を使用しており、かつ自宅から県道に通ず

る通路は本件通路以外にはない。他方、Ｙは

所有地から県道に至る場合に本件通路を通行

するよりほかないものの、実際には、長年に

わたり、本件通路ではなく、北側の他人地お

よびＹ所有地に隣接する里道を無断で通行し

て県道と行き来してきた。

近年Ｘ１らとＹとの間では、本件通路とＹ

所有地との間の境界やＸ１らによる本件通路

の通行の仕方等をめぐり、争いが激化してい

た。そこで、Ｘ１らは、Ｙとの共有関係に起

因する混乱状態からの離脱を希望し、Ｘ１ら

が現に本件通路を不可欠なものとして利用し

ているのに対し、Ｙは長年Ｙ所有地西側の里

道を経てＹ所有地と県道との間を行き来して

おり、本件通路を必要としていない、また、

これまでの言動からして、本件通路をめぐる

分割協議は整わないとして、Ｘ１らがＹに対

し相応の代償金を支払うことを条件に、本件

通路の東側半分をＸ１らだけの所有とする旨

の共有物分割を求めた。

一審では、Ｘ１らがＹに対して支払うべき

代償金額をＸらの各人１万円余ずつと定めて

Ｘらの請求どおり本件通路の分割を認容した

が、控訴された。

最近の判例から　 眛

共用通路に関する共有物分割請求が否認された事例

（福岡高判　平19・1・25 ホームページ下級裁主要判決情報）



２　判決の要旨

裁判所は次のように判示して、Ｘ１らの請

求を棄却した。

盧 Ｘ１らとＹの間において、訴訟が提議さ

れるまでに本件通路にかかる共有物分割を

めぐって協議が行われた経緯は認められな

い。しかし、当事者双方の主張のありよう

からして、両者の間に本件通路をめぐる分

割協議が整う見込みは全くないものといっ

てよい。そして、本件通路はＸ１らの所有

地と県道を結ぶ唯一の通路であるにもかか

わらず、その共有者であるＹとの間で対立

が絶えないという事情のもとでは、Ｘ１ら

において、本件通路についてのＹとの共有

関係を解消することを強く志向し、共有物

分割請求に及ぶに至ったことも心情的には

無理からぬものがある。

盪 本件通路の幅員は1.93ｍに過ぎない南北

方向に細長い土地であって、Ｘ１らにおい

ては自動車を用いて本件通路を通行してい

る。またＹにおいても、同様に本件通路を

自動車で通行し、県道から西側隣地へ至る

通路としてこれを使用したい意向である。

そうであれば、本件通路をＸ１らとＹの持

分割合に応じて現物で分割しようとする限

りは、いかなる態様で分割しようとも自動

車の通行が不可能になり、かえって、Ｘ１

ら及びＹ双方にとって不都合な結果になる

ことは明らかである。

蘯 Yの所有する西側隣地は南側で県道に接

しているとはいうものの、県道とは約１ｍ

の段差があるため、現状において同土地か

ら直接県道へと通じる通路はないし、西側

に隣接する里道へ直接車で出入りすること

はできないため、北側の他人地を経由して、

本件里道から県道へという経路で通行して

きたものである。したがって、北側他人地

を経由することができなくなれば、本件通

路を利用して県道との通行を確保するほか

ない。

盻 本件通路は、Ｙ所有地とＸ１らの所有地

から公道へ至る共用通路であるというべき

である。そうであれば、そのような性格や

効能が失われたといえるような特段の事情

が認められない限り、そもそも共有物分割

請求になじまないものというべく、そのよ

うな請求は権利の濫用として許されないと

いうべきである。

３　まとめ

本判決は、共有者双方が公道へ至るための

共用通路という性格を有するものであり、そ

のような性格が失われたといえるような特段

の事情が認められない限り、共有物分割請求

になじまないという原則的な判断を踏まえた

上で、Ｘらにとっては本件通路は不可欠の通

路であることは明白であること、他方、本訴

訟を契機に、Ｙが本件通路を公道に至る通路

として使用する意向を明らかにしていること

を指摘し、本件通路は未だ当事者らの共用通

路としての性格を失っていないとして、共有

物分割請求を斥けた事例である。




